
 令 和 ２ 年 度  第 ２ 回 
工 事 担 任 者 試 験 問 題  種

別 Ｄ Ｄ 第 一 種 
 

注  意  事  項  

１  試験開始時刻        １５時３０分 

２  試験科目数別終了時刻 
 科 目 数 １  科  目 ２  科  目 ３  科  目 

 終 了 時 刻 １ ６ 時 １ ０ 分 １ ６ 時 ５ ０ 分 １ ７ 時 ３ ０ 分 

３  試験科目別の問題番号ごとの解答数及び試験問題ページ 
 

科       目 
 問 題 番 号 ご と の 解 答 数  試 験 問 題 

 第 １ 問 第 ２ 問 第 ３ 問 第 ４ 問 第 ５ 問 ペ ー ジ 

 電 気 通 信 技 術 の 基 礎 ４ ５ ４ ４ ５ K －  1 ～  6 

 端末設備の接続のための技術及び理論 ５ ５ ５ ５ ５ K －  7 ～ 12 

 端末設備の接続に関する法規 ５ ５ ５ ５ ５ K － 13 ～ 19 

４  受験番号等の記入とマークの仕方 

(１)  マークシート（解答用紙）にあなたの受験番号、生年月日及び氏名をそれぞれ該当枠に記入してください。 

(２)  受験番号及び生年月日に該当する箇所を、それぞれマークしてください。 

(３)  生年月日の欄は、年号をマークし、生年月日に１桁の数字がある場合、十の位の桁の「０」もマークしてください。  

[記入例]  受験番号  ０１K９２１１２３４               生年月日  昭和５０年３月１日 

受　　験　　番　　号

000000000

1111111Ｈ11

22222222

3333333

444444

5555Ｌ5

6 6666

77 7777

8

9

888

999

88

99

Ｇ

5

Ｋ

6

4

5

6

7

8

9              

生　年　月　日

000000

111111

22222

33333

4444

5555

66 66

777

9

8 8 8

99

年 号

年 月 日

昭
和

平
成

Ｈ

 
５  答案作成上の注意 

(１)  解答は、別に配付するマークシート（解答用紙）の該当欄の正解として選んだ番号マーク枠を、黒の鉛筆（ＨＢ

又はＢ）で濃く塗りつぶしてください。 
① ボールペン、万年筆などでマークした場合は、採点されませんので、使用しないでください。 

② 一つの問いに対する解答は一つだけです。二つ以上マークした場合、その問いについては採点されません。 

③ マークを訂正する場合は、プラスチック消しゴムで完全に消してください。 

(２)  免除の科目がある場合は、その科目欄は記入しないでください。 

(３)  試験問題についての特記事項は、裏表紙に表記してあります。 

６  合格点及び問題に対する配点   

(１)  各科目の満点は１００点で、合格点は６０点以上です。 

(２)  各問題の配点は、設問文の末尾に記載してあります。  

マークシート（解答用紙）は、絶対に折り曲げたり、汚したりしないでください。 
 

 

受 験 番 号 

（控 え） 

（今後の問い合わせなどに必要になります。） 

 

次ページ以降は試験問題です。試験開始の合図があるまで、開かないでください。 

解答の公表は１１月２５日１０時以降の予定です。 

合否の検索は１２月１４日１４時以降可能の予定です。 



Ｋ－1

電気通信技術の基礎

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１に示す回路において、２オームの抵抗に流れる電流は、 (ア) アンペアである。た

だし、電池の内部抵抗は無視するものとする。 (５点)

① １ ② ２ ③ ３ ④ ４ ⑤ ５

図１

Ｒ(２) 図２に示す回路において、交流電流Ｉが１５アンペアであるとき、抵抗Ｒに流れる電流Ｉ

は、 (イ) アンペアである。 (５点)

① ４ ② ６ ③ ９ ④ １０ ⑤ １２

図２

(３) 導体の導電率をσ、抵抗率をρとすると、これらの間には、σ ＝ (ウ) の関係がある。

(５点)

１ １ １ ２① ② ③ ④ ρ ⑤ ρ
ρ ρ ρ２

Ｌ Ｌ(４) 自己インダクタンスがＬヘンリーのコイルの誘導性リアクタンスをＸ オームとすると、Ｘ

の大きさは、コイルに流れる (エ) に比例する。 (５点)

① 交流電流の周波数 ② 直流電流の最大値

③ 交流電流の実効値 ④ 直流電流の平均値

⑤ 交流電流の波高値

４０

１

２

１

Ω

Ω

Ω

１

３

Ω

Ω４０

Ｖ

Ｖ

ａ ｂ

Ｒ＝４

Ｉ＝１５

ＩＲ

ＸＣ＝３

Ω

Ω

Ａ
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第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 半導体について述べた次の二つの記述は、 (ア) 。 (４点)

Ａ 正孔が多数キャリアであるｐ形半導体と、自由電子が多数キャリアであるｎ形半導体は、

いずれも真性半導体に不純物を加えて作られる。

Ｂ ｐ形半導体に含まれる不純物はドナーといわれ、ｎ形半導体に含まれる不純物はアクセプ

タといわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

Ｉ(２) 図１に示すトランジスタ増幅回路においてベース－エミッタ間に正弦波の入力信号電圧Ｖ

を加えたとき、コレクタ電流 Ｉ が図２に示すように変化した。Ｉ とコレクタ－エミッタ間Ｃ Ｃ

の電圧Ｖ との関係が図３に示すように表されるとき、Ｖ の振幅を４０ミリボルトとすれば、ＣＥ Ｉ

電圧増幅度は、 (イ) である。 (４点)

① ２０ ② ３０ ③ ４０ ④ ５０ ⑤ ６０

(３) アバランシホトダイオードは、 (ウ) による電流増幅作用を利用した受光素子であり、

光検出器などに用いられる。 (４点)

① マイクロ波 ② トンネル効果 ③ 励起光

④ ポッケルス効果 ⑤ 電子なだれ増倍現象

(４) 回路素子について述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (４点)

Ａ バリスタは、印加電圧がある値を超えると、その抵抗値が急激に低下して電流が増大する

非直線性の特性を持つ素子であり、電話機の衝撃性雑音の吸収回路などに用いられる。

Ｂ 可変容量ダイオードは、逆方向電圧の大きさにより、静電容量が変化する特性を持つ素子

であり、周波数変調回路などに用いられる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) トランジスタの静特性の一つである入力特性は、エミッタ接地方式において、コレクタ－

エミッタ間の電圧Ｖ を一定に保ったときの (オ) とベース電流Ｉ との関係を示したもＣＥ Ｂ

のである。 (４点)

Ｃ ＢＥ① コレクタ電流Ｉ ② ベース－エミッタ間の電圧Ｖ

Ｅ ＢＣ③ エミッタ電流Ｉ ④ ベース－コレクタ間の電圧Ｖ

図２ 図３図１

Ｒ

～

I

Ｖ １

２

３

４

０
時間

１

２

３

４

０
２ ４ ６ ８

Ｖ 〔Ｖ〕

Ｖ

Ｉ

８〔Ｖ〕

Ｉ
ＣＥ

ＣＥ

Ｃ Ｃ

Ｉ



Ｋ－3

第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１、図２及び図３に示すベン図において、Ａ、Ｂ及びＣが、それぞれの円の内部を表すとき、

図１、図２及び図３の斜線部分を示すそれぞれの論理式の論理積は、 (ア) と表すことが

できる。 (５点)

① Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ ② Ａ･Ｂ＋Ａ･Ｃ＋Ｂ･Ｃ ③ Ａ･Ｃ

④ Ａ･Ｂ･Ｃ ⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

図１ 図２ 図３

(２) 図４に示す論理回路において、Ｍの論理素子が (イ) であるとき、入力ａ及び入力ｂと

出力ｃとの関係は、図５で示される。 (５点)

図４

図５

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

ＣＢ

Ａ

a

b

c

1

0

1

1

0

0

入力

出力

① ② ③ ④ ⑤

入力ｂ
入力ａ

出力ｃＭ
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(３) 図６に示す論理回路は、ＮＯＲゲートによるフリップフロップ回路である。入力ａ及びｂに

図７に示す入力がある場合、図６の出力ｄは、図７の出力のうち (ウ) である。 (５点)

① ｄ１ ② ｄ２ ③ ｄ３ ④ ｄ４ ⑤ ｄ５ ⑥ ｄ６

図６

図７

(４) 次の論理関数Ｘは、ブール代数の公式等を利用して変形し、簡単にすると、 (エ) になる。

(５点)

Ｘ ＝ (Ａ＋Ｂ)･(Ｂ＋Ｃ)･(Ａ＋Ｂ)･(Ｂ＋Ｃ)

① Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ ② Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ ③ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

④ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ ⑤ Ａ･Ｂ･Ｃ＋Ａ･Ｂ･Ｃ

入力ａ
出力ｃ入力 ｂ

出力 d

a

b

d1

d2

d3

d4

d5

1

0

1

1

1

1

1

1

0

0

0

0

0

0

入力

出力

d6
1

0
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第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 図１において電気通信回線への入力電力が３０ミリワット、その伝送損失が１キロメートル

当たり０.８デシベル、増幅器の利得が３０デシベルのとき、負荷抵抗Ｒ で消費する電力は、１

(ア) ミリワットである。ただし、変成器は理想的なものとし、入出力各部のインピーダ

ンスは整合しているものとする。 (５点)

① １００ ② １５０ ③ ２００ ④ ２５０ ⑤ ３００

図１

(２) 伝送損失について述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (５点)

Ａ 同軸ケーブルは、一般的に使用される周波数帯において信号の周波数が４倍になると、そ

の伝送損失は、約２倍になる。

Ｂ 平衡対ケーブルにおいては、心線導体間の間隔を大きくすると伝送損失が増加する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 図２に示すアナログ方式の伝送路において、受端のインピーダンスＺに加わる信号電力が

１５ミリワットで、同じ伝送路の無信号時の雑音電力が０.０１５ミリワットであるとき、こ

の伝送路の受端におけるＳＮ比は、 (ウ) デシベルである。 (５点)

① １０ ② ２０ ③ ３０ ④ ４０ ⑤ ５０

図２

変成器

Ｒ
600

1
発振器 電気通信回線

２５

増幅器

kｍ

300Ω Ω 600 Ω

Ｒ２

600 Ω

Ｚ２Ｚ1

信号電力

受端送端

信
号
源

信 号 時 Ｚ

Ｚ

15

mＷ0.015

雑音電力
無信号時 ＺＺ0

0

mＷ
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(４) 図３において、一方の通信線路の特性インピーダンスをＺ 、もう一方の通信線路の特性０１

インピーダンスをＺ とすると、その接続点における電圧反射係数は、 (エ) で求めら０２

れる。 (５点)

０２ ０１ ０１ ０２ ０２ ０１Ｚ －Ｚ Ｚ －Ｚ ２Ｚ ２Ｚ① ② ③ ④
０１ ０２ ０１ ０２ ０１ ０２ ０１ ０２Ｚ ＋Ｚ Ｚ ＋Ｚ Ｚ ＋Ｚ Ｚ ＋Ｚ

図３

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) ＱＡＭは、位相が直交する二つの搬送波がそれぞれＡＳＫ変調された (ア) 変調方式で

あり、ＱＡＭの一つである６４ＱＡＭは、１シンボル当たり６ビットの情報を伝送できる。

(４点)

① ２次 ② 直 接 ③ 周波数偏移 ④ 多 値 ⑤ スペクトル拡散

(２) デジタル信号の伝送などについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 同一の変調方式を用いてデジタル信号を伝送する場合、デジタル信号の伝送速度が速くな

るに伴い、伝送に必要な周波数帯域幅は狭くなる。

Ｂ 増幅回路などにおける信号電力対雑音電力比の劣化の程度を表す尺度として、雑音指数が

用いられる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 光ファイバ伝送路に用いられる線形中継器は、信号を中継する過程において光信号を電気信

号に変換する必要がないことから伝送速度に制約されず、かつ、波長が異なる複数の信号光の

(ウ) が可能である。 (４点)

① 一括増幅 ② 識別再生 ③ モード結合 ④ 分散制御 ⑤ 遅延制御

(４) デジタル通信における誤り訂正方式の一つであり、送信側に問い合わせることなく、誤り訂

正を受信側が単独で行える方式は、一般に、 (エ) 又は前方誤り訂正といわれる。(４点)

① ＢＣＤ ② ＦＥＣ ③ ＣＲＣ ④ ＡＲＱ ⑤ ＦＣＳ

(５) デジタル回線の伝送品質を評価する尺度の一つである％ＳＥＳは、１秒ごとに平均符号誤り率

を測定し、平均符号誤り率が (オ) を超える符号誤りの発生した秒の延べ時間(秒)が、稼

働時間(秒)に占める割合を表したものである。 (４点)

－８ －６ －４① １×１０ ② １×１０ ③ １×１０
－３ －２④ １×１０ ⑤ １×１０

伝送方向 接続点

Ｚ０１ Ｚ０２
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端末設備の接続のための技術及び理論

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) ＧＥ－ＰＯＮでは、ＯＬＴからの下り信号が放送形式で配下の全ＯＮＵに到達するため、

各ＯＮＵは受信フレームの取捨選択をイーサネットフレームのプリアンブルに収容された

(ア) といわれる識別子を用いて行っている。 (４点)

① ＡＩＤ ② ＣＩＤ ③ ＳＡＩＤ ④ ＬＬＩＤ ⑤ ＳＦＩＤ

(２) ＩＰセントレックス及びＩＰ－ＰＢＸについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。

(４点)

Ａ ＩＰセントレックスサービスでは、一般に、ユーザ側のＩＰ電話機は、電気通信事業者の

拠点に設置されたＰＢＸ機能を提供するサーバなどにＩＰネットワークを介して接続される。

Ｂ ＩＰ－ＰＢＸにはＩＰ－ＰＢＸ用に構成されたハードウェアを使用するハードウェアタイ

プと、汎用サーバにＩＰ－ＰＢＸ用の専用ソフトウェアをインストールするソフトウェアタ

イプがあり、ハードウェアタイプはソフトウェアタイプと比較して、一般に、新たな機能の

実現や外部システムとの連携が容易とされている。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＩｏＴを実現するデバイスなどに使用され、通信速度が最大２５０キロビット／秒、接続可

能数が最大６５,５３５であって、主にセンサネットワークに用いられる無線ＰＡＮの規格は

(ウ) といわれ、ＩＥＥＥ８０２.１５.４を採用している。 (４点)

① Ｂｌｕｅｔｏｏｔｈ ② ＺｉｇＢｅｅ ③ ＭＢ－ＯＦＤＭ

④ ＤＳ－ＵＷＢ ⑤ Ｗｉ－Ｆｉ

(４) ＩＥＥＥ８０２.３ａｔ Ｔｙｐｅ１又はＴｙｐｅ２として標準化されたＰｏＥ規格について

述べた次の記述のうち、誤っているものは、 (エ) である。 (４点)

① ＩＥＥＥ８０２.３ａｔには、ＩＥＥＥ８０２.３ａｆの規格がＴｙｐｅ１として含

まれている。

② １０ＢＡＳＥ－Ｔや１００ＢＡＳＥ－ＴＸのＬＡＮ配線において空き対となってい

るペアを給電に使用する方式は、オルタナティブＢといわれる。

③ Ｔｙｐｅ１の規格では、ＰＳＥは直流電圧４４～５７ボルトの範囲で、１ポート当

たり最大３５０ミリアンペアの電流をＰＤに給電することができる。

④ Ｔｙｐｅ２の規格では、ＰＳＥは直流電圧５０～５７ボルトの範囲で、１ポート当

たり最大８０.０ワットの電力をＰＤに給電することができる。

⑤ Ｔｙｐｅ２の規格で使用できるＵＴＰケーブルには、カテゴリ５ｅ以上の性能が求

められる。

(５) 商用電源を用いているネットワーク機器のノイズ対策部品について述べた次の二つの記述は、

(オ) 。 (４点)

Ａ チップビーズインダクタは、ネットワーク機器から放射される数ＧＨz帯域の放射ノイズ

対策に用いられる。

Ｂ コモンモードチョークコイルは、コモンモード電流を阻止するインピーダンスを発生させ

ることによりコモンモードノイズの発生を抑制するものであり、一般に、電源ラインや信号

ラインに用いられる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) １０００ＢＡＳＥ－Ｔでは、送信データを８ビットごとに区切ったビット列に１ビットの冗

長ビットを加えた９ビットが４組の５値情報に変換される (ア) といわれる符号化方式が

用いられている。 (４点)

① ＭＬＴ－３ ② ＮＲＺＩ ③ ８Ｂ／６Ｔ

④ ８Ｂ／１０Ｂ ⑤ ８Ｂ１Ｑ４

(２) 光アクセスネットワークの設備構成などについて述べた次の記述のうち、誤っているものは、

(イ) である。 (４点)

① 光アクセスネットワークの設備構成のうち、電気通信事業者のビルから配線された

光ファイバの１心を、分岐点において能動素子を用いた光／電気変換装置などを使用

して分岐することにより、既存のメタリックケーブルを利用して複数のユーザへ配線

する構成を採る方式は、ＡＤＳ方式といわれる。

② 光アクセスネットワークの設備構成のうち、電気通信事業者のビルから配線された

光ファイバの１心を、分岐点において光受動素子を用いて分岐し、個々のユーザの引込

み区間にドロップ光ファイバケーブルを使用して配線する構成を採る方式は、ＰＤＳ

方式といわれる。

③ 光アクセスネットワークの設備構成のうち、電気通信事業者のビルから配線された

光ファイバ心線を分岐することなく、電気通信事業者側とユーザ側に設置されたメディ

アコンバータなどとの間を１対１で接続する構成を採る方式は、ＨＤＳＬ方式といわ

れる。

④ 光アクセスネットワークには、波長分割多重伝送技術を使い、上り、下りで異なる

波長の光信号を用いて、１心の光ファイバで上り、下り両方の信号を同時に送受信す

る全二重通信を行う方式がある。

(３) ＩＰｖ６アドレスは１２８ビットで構成され、マルチキャストアドレスは、１６進数で表示

すると１２８ビット列のうちの (ウ) である。 (４点)

① 末尾８ビットがｆｆ ② 先頭８ビットがｆｆ

③ 末尾１２ビットがｆｅ８ ④ 先頭１２ビットがｆｅ８

⑤ 末尾１６ビットがｆｄ００ ⑥ 先頭１６ビットがｆｄ００

(４) ＩＰｖ６ネットワークでは、パケット転送の途中のルータにおいて、ＩＰｖ６ヘッダのホッ

プリミットの値を１減らした結果ホップリミットの値が０になった場合には、そのパケットは

当該ルータにおいて破棄される。その際、そのルータから送信元に送られるＩＣＭＰｖ６メッ

セージは (エ) メッセージといわれる。 (４点)

① パラメータ問題 ② 時間超過 ③ パケット過大

④ エコー応答 ⑤ エコー要求

(５) 広域イーサネットについて述べた次の二つの記述は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 広域イーサネットにおいて利用できるルーティングプロトコルには、ＥＩＧＲＰ、ＩＳ－ＩＳ

などがある。

Ｂ ＩＰ－ＶＰＮがレイヤ３の機能をデータ転送の仕組みとして使用するのに対して、広域

イーサネットはレイヤ２の機能をデータ転送の仕組みとして使用する。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) システムに侵入した攻撃者が、その後の不正を行いやすくするために、自身の存在を隠蔽す

ることなどを目的として使用するソフトウェアをまとめたものは、一般に、 (ア) といわ

れる。 (４点)

① ｒｏｏｔｋｉｔ ② 踏み台 ③ サンドボックス

④ トロイの木馬 ⑤ アンチウイルスソフト

(２) ワンタイムパスワード方式の一つである (イ) 方式では、ワンタイムパスワード生成の

ために、サーバがユーザごとに生成する任意の短い文字列であるシード、ログインのたびに一

つずつ減じられていく値であるシーケンス番号、ハッシュ関数などが用いられる。 (４点)

① ＡＰＯＰ ② ＣＨＡＰ ③ Ｓ／Ｋｅｙ ④ ＩＭＡＰ

(３) ＩＰアドレスの詐称による攻撃などについて述べた次の二つの記述は、 (ウ) 。(４点)

Ａ 送信元ＩＰアドレスを詐称することにより、別の送信者になりすまし、不正行為などを行

う手法は、ＩＰスプーフィングといわれる。

Ｂ ネットワーク上を流れるＩＰパケットを盗聴して、そこからＩＤやパスワードなどを拾い

出す行為は、データマイニングといわれる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) コンピュータウイルス対策について述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (４点)

Ａ コンピュータウイルスの検出手法の一つとして用いられているチェックサム方式は、ハー

ドディスク内にある実行可能ファイルが改変されていないかを検査し、ウイルス名を特定す

ることができる。

Ｂ コンピュータウイルスに感染した添付ファイル付き電子メールの受信によるコンピュータ

ウイルスの被害を抑制するには、電子メールの添付ファイルがコンピュータウイルスに感染

していないかをチェックする機能などをメールサーバに設ける方法がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) より強固なセキュリティの確保などを目的に、情報通信事業者が設置し、提供しているサー

バの一部又は全部を借用して自社の情報システムを運用する形態は、一般に、 (オ) とい

われる。 (４点)

① ホスティング ② ハウジング ③ ロードバランシング

④ アライアンス ⑤ システムインテグレーション

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 光ファイバの接続に光コネクタを使用したときの挿入損失を測定する試験方法は、光コネク

タの構成別にＪＩＳで規定されており、プラグ対プラグ(光接続コード)のときの基準試験方法

は、 (ア) である。 (４点)

① ワイヤメッシュ法 ② 挿入法(Ｃ) ③ 置換え法

④ マンドレル巻き法 ⑤ カットバック法
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(２) ギガビットイーサネットのＬＡＮ配線工事などについて述べた次の二つの記述は、 (イ) 。

(４点)

Ａ １０００ＢＡＳＥ－ＴのＬＡＮ配線工事では、ケーブルは８心のカテゴリ５ｅ以上のＵＴＰ

ケーブルを使用し、データの送受信はＵＴＰケーブルのペア２とペア３の４心だけを使用し

て行われる。

Ｂ １０００ＢＡＳＥ－ＴＸのＬＡＮ配線工事では、ケーブルは８心のカテゴリ６以上のＵＴＰ

ケーブルを用いる必要がある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６では、平衡ケーブルの機械的特性が規定されており、直径６

ミリメートル以下の４対ケーブルの施工後における最小曲げ半径は、 (ウ) ミリメートル

である。 (４点)

① １５ ② ２０ ③ ２５ ④ ３０ ⑤ ３５

(４) ＩＰｖ４、クラスＢのＩＰアドレス体系でのＬＡＮシステムの設計において、プライベート

ＩＰアドレスとして利用できる範囲は (エ) である。 (４点)

① １０.０.０.０～１０.２５５.２５５.２５５

② １２８.０.０.０～１２８.２５５.２５５.２５５

③ １７２.１６.０.０～１７２.３１.２５５.２５５

④ １９２.１６８.０.０～１９２.１６８.２５５.２５５

⑤ ２３３.２５５.２５５.０～２３３.２５５.２５５.２５５

(５) ＪＩＳ Ｘ ５１５０：２０１６では、図に示す水平配線の設計において、インタコネクト－

ＴＯモデル、クラスＤのチャネルの場合、機器コード及びワークエリアコードの長さの総和が

１９メートルのとき、固定水平ケーブルの最大長は (オ) メートルとなる。ただし、使用

温度は２０ ℃ 、コードの挿入損失 dＢ／ｍ は水平ケーブルの挿入損失 dＢ／ｍ に対して

５０パーセント増とする。 (４点)

① ７９.０ ② ７９.５ ③ ８０.０ ④ ８０.５ ⑤ ８１.０

ＴＯ

ＴＥＣＣＣ ＣＥＱＰ

機器コード

ワークエリアコード

固定水平ケーブル

Ｃ ：接続点

チャネル
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第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から最も適したものを選び、

その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 光ファイバの融着接続後、接続部に気泡が入った不具合を発見した場合、一般に、 (ア)

を行い接続のやり直しを行う。 (４点)

① 光ファイバ心線のスクリーニング ② 光ファイバカッタのメンテナンス

③ 光ファイバストリッパの交換 ④ 光ファイバフォルダの交換

⑤ 熱収縮スリーブの加熱時間の変更

(２) イーサネットスイッチを複数接続したネットワークの経路において、ループが形成されると、

フレームが無限に循環しネットワークが過負荷状態となる。このループの発生を防止するため、

ＩＥＥＥ８０２.１Ｄにより標準化されたプロトコルとして (イ) がある。 (４点)

① ＰＰＰ ② ＵＤＰ ③ ＨＴＴＰ ④ ＳＴＰ ⑤ ＳＭＴＰ

(３) 図１は、ＪＩＳ Ｃ ６８２３：２０１０光ファイバ損失試験方法におけるＯＴＤＲ法による

不連続点での測定波形の例を示したものである。この測定波形の から までの区間は、A C

(ウ) のＯＴＤＲでの測定波形を表示している。ただし、ＯＴＤＲ法による測定で必要な

スプライス又はコネクタは、低挿入損失かつ低反射であり、ＯＴＤＲ接続コネクタでの初期

反射を防ぐための反射制御器としてダミー光ファイバを使用している。また、測定に用いる光

ファイバには、マイクロベンディングロスがないものとする。 (４点)

① ダミー光ファイバの入力端から被測定光ファイバの入力端まで

② ダミー光ファイバの出力端から被測定光ファイバの入力端まで

③ 被測定光ファイバの入力端から被測定光ファイバの融着接続点まで

④ 被測定光ファイバの融着接続点から被測定光ファイバの終端まで

⑤ 被測定光ファイバの入力端から被測定光ファイバの終端まで

図１

距 離

Ｏ
Ｔ

Ｄ
Ｒ

　
信

号
レ

ベ
ル

dＢ

雑音レベル
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(４) ＪＩＳ Ｑ ９０２４：２００３マネジメントシステムのパフォーマンス改善－継続的改善の

手順及び技法の指針に規定されている、数値データを使用して継続的改善を実施するために利

用される技法について述べた次の二つの記述は、 (エ) 。 (４点)

Ａ パレート図は、項目別に層別して、出現頻度の大きさの順に並べるとともに、累積和を示

した図であり、改善すべき事項(問題)の全体に及ぼす影響の確認などに使用される。

Ｂ グラフを使用目的別に分類すると、内訳を表す代表的なものとしては、折れ線グラフ、

Ｚグラフなどがあり、推移を表す代表的なものとしては、円グラフ、帯グラフなどがある。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 図２は、作業Ａ～Ｊで構成される工事のアローダイアグラムを示す。図２において、作業Ｂ

を３日、作業Ｉを２日、それぞれ短縮できるとき、クリティカルパスの所要日数は、 (オ)

日短縮できる。 (４点)

① １ ② ２ ③ ３ ④ ４ ⑤ ５

図２

１
作業Ｉ

作業Ｈ

作業Ｊ

８日

４日

作業Ｂ

５日

６日

作業Ｆ作業Ｃ

７日

８日

６

作業Ｄ作業Ａ

作業Ｇ作業Ｅ

４

８

３日

５日

３日５日

２

５

７３ ９
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端末設備の接続に関する法規

第１問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢電気通信事業法｣又

は｢電気通信事業法施行規則｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 電気通信事業法に規定する｢工事担任者資格者証｣について述べた次の文章のうち、正しいも

のは、 (ア) である。 (４点)

① 工事担任者資格者証の種類及び工事担任者が行い、又は監督することができる端末

設備若しくは交換設備の接続に係る工事の範囲は、総務省令で定める。

② 総務大臣は、工事担任者資格者証の交付を受けようとする者の養成課程で、総務大

臣が総務省令で定める基準に適合するものであることの認定をしたものを修了した者

に対し、工事担任者資格者証を交付する。

③ 総務大臣は、電気通信事業法の規定により工事担任者資格者証の返納を命ぜられ、

その日から２年を経過しない者に対しては、工事担任者資格者証の交付を行わないこ

とができる。

④ 総務大臣は、電気通信事業法の規定により罰金以上の刑に処せられ、その執行を終

わり、又はその執行を受けることがなくなった日から３年を経過しない者に対しては、

工事担任者資格者証の交付を行わないことができる。

(２) 電気通信事業法の規定に基づき、公共の利益のため緊急に行うことを要するその他の通信と

して総務省令で定める通信には、水道、ガス等の国民の日常生活に必要不可欠な役務の提供そ

の他 (イ) を維持するため緊急を要する事項を内容とする通信であって、これらの通信を

行う者相互間において行われるものがある。 (４点)

① 国民の権利 ② 文化的な生活 ③ 公共の福祉

④ 生活基盤 ⑤ 利用者の利益

(３) 電気通信事業法に規定する｢端末設備の接続の技術基準｣、｢端末機器技術基準適合認定｣、

又は｢端末設備の接続の検査｣について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ウ)

である。 (４点)

① 電気通信事業者は、利用者から端末設備をその電気通信回線設備(その損壊又は故障等

による利用者の利益に及ぼす影響が軽微なものとして総務省令で定めるものを除く。)

に接続すべき旨の請求を受けたときは、その接続が総務省令で定める技術基準に適合

しない場合その他総務省令で定める場合を除き、その請求を拒むことができない。

② 端末設備の接続の技術基準は、電気通信事業者の設置する電気通信回線設備と利用

者の接続する端末設備の設置の場所が明確であるようにすることが確保されるものと

して定められなければならない。

③ 登録認定機関は、その登録に係る技術基準適合認定をしたときは、総務省令で定め

るところにより、その端末機器に技術基準適合認定をした旨の表示を付さなければな

らない。

④ 電気通信回線設備を設置する電気通信事業者は、端末設備に異常がある場合その他

電気通信役務の円滑な提供に支障がある場合において必要と認めるときは、利用者に

対し、その端末設備の接続が電気通信事業法の規定に基づく総務省令で定める技術基

準に適合するかどうかの検査を受けるべきことを求めることができる。この場合にお

いて、当該利用者は、正当な理由がある場合その他総務省令で定める場合を除き、そ

の請求を拒んではならない。
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(４) 端末機器の技術基準適合認定番号の表示が付されていないものとみなす場合について述べた

次の二つの文章は、 (エ) 。 (４点)

Ａ 登録認定機関による技術基準適合認定を受けた端末機器であって電気通信事業法の規定に

より表示が付されているものが総務省令で定める技術基準に適合していない場合において、

総務大臣が電気通信回線設備を利用する他の利用者の通信への妨害の発生を防止するため特

に必要があると認めるときは、当該端末機器は、同法の規定による表示が付されていないも

のとみなす。

Ｂ 登録認定機関は、電気通信事業法の規定により端末機器について表示が付されていないも

のとみなされたときは、その旨を公示しなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 電気通信事業者が、自営電気通信設備をその電気通信回線設備に接続すべき旨の請求を受け

た場合について述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ その自営電気通信設備を接続することにより当該電気通信事業者の電気通信回線設備の保

持が経営上困難となることについて当該電気通信事業者が総務大臣の認定を受けたときは、

その請求を拒むことができる。

Ｂ その自営電気通信設備の接続が、総務省令で定める技術基準(当該電気通信事業者又は

当該電気通信事業者とその電気通信設備を接続する他の電気通信事業者であって総務省令で

定めるものが総務大臣の認可を受けて定める技術的条件を含む。)に適合しないときは、その

請求を拒むことができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第２問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢工事担任者規則｣、

｢端末機器の技術基準適合認定等に関する規則｣又は｢有線電気通信法｣に規定する内容に照らして

最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の種類及び工事の範囲｣について述べた次の文章のうち、

誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① ＡＩ・ＤＤ総合種工事担任者は、アナログ伝送路設備又はデジタル伝送路設備に端

末設備等を接続するための工事を行い、又は監督することができる。

② ＡＩ第一種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

及び総合デジタル通信用設備に端末設備等を接続するための工事を行い、又は監督す

ることができる。

③ ＡＩ第二種工事担任者は、アナログ伝送路設備に端末設備等を接続するための工事の

うち、端末設備等に収容される電気通信回線の数が５０以下であって内線の数が２００

以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。また、総合デジタル通信

用設備に端末設備等を接続するための工事のうち、総合デジタル通信回線の数が毎秒

６４キロビット換算で５０以下のものに限る工事を行い、又は監督することができる。

④ ＤＤ第一種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

を行い、又は監督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端末設備等

を接続するための工事を除く。

⑤ ＤＤ第二種工事担任者は、デジタル伝送路設備に端末設備等を接続するための工事

のうち、接続点におけるデジタル信号の入出力速度が毎秒１ギガビット以下のものに

限る工事を行い、又は監督することができる。ただし、総合デジタル通信用設備に端

末設備等を接続するための工事を除く。
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(２) 工事担任者規則に規定する｢資格者証の再交付｣及び｢資格者証の返納｣について述べた次の二

つの文章は、 (イ) 。 (４点)

Ａ 工事担任者は、資格者証を汚したことが理由で資格者証の再交付の申請をしようとすると

きは、別に定める様式の申請書に資格者証及び住民票の写しを添えて、総務大臣に提出しな

ければならない。

Ｂ 工事担任者資格者証の返納を命ぜられた者は、その処分を受けた日から１０日以内にその

資格者証を総務大臣に返納しなければならない。資格者証の再交付を受けた後失った資格者

証を発見したときも同様とする。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(３) 端末機器の技術基準適合認定番号について述べた次の文章のうち、正しいものは、 (ウ)

である。 (４点)

① 移動電話用設備(インターネットプロトコル移動電話用設備を除く。)に接続される

端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初の文字は、Ｃである。

② インターネットプロトコル移動電話用設備に接続される端末機器に表示される技術

基準適合認定番号の最初の文字は、Ｅである。

③ 専用通信回線設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号の最初

の文字は、Ａである。

④ 総合デジタル通信用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番号

の最初の文字は、Ｂである。

⑤ デジタルデータ伝送用設備に接続される端末機器に表示される技術基準適合認定番

号の最初の文字は、Ｄである。

(４) 有線電気通信設備(その設置について総務大臣に届け出る必要のないものを除く。)を設置し

た者は、有線電気通信の方式の別、設備の設置の場所又は設備の概要に係る事項を変更しよう

とするときは、変更の工事の (エ) の２週間前まで(工事を要しないときは、変更の日から

２週間以内)に、その旨を総務大臣に届け出なければならない。 (４点)

① 仕様の開示 ② 契約の締結 ③ 開始の日

④ 完成検査 ⑤ 竣 工
しゅん

(５) 有線電気通信法に規定する｢設備の改善等の措置｣及び｢非常事態における通信の確保｣につい

て述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 総務大臣は、有線電気通信設備(政令で定めるものを除く。)を設置した者に対し、その設

備が有線電気通信法の規定に基づく政令で定める技術基準に適合しないため他人の設置する

有線電気通信設備に妨害を与え、又は人体に危害を及ぼし、若しくは物件に損傷を与えると

認めるときは、その妨害、危害又は損傷の防止又は除去のため必要な限度において、その設

備の使用の停止又は改造、修理その他の措置を命ずることができる。

Ｂ 総務大臣は、天災、事変その他の非常事態が発生し、又は発生するおそれがあるときは、

有線電気通信設備を設置した者に対し、災害の予防若しくは救援、交通、通信若しくは電力

の供給の確保若しくは秩序の維持のために必要な通信を行い、又はこれらの通信を行うため

その有線電気通信設備を他の者に使用させ、若しくはこれを他の有線電気通信設備に接続す

べきことを命ずることができる。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない
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第３問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) 用語について述べた次の文章のうち、誤っているものは、 (ア) である。 (４点)

① インターネットプロトコル電話端末とは、端末設備であって、インターネットプロ

トコル電話用設備に接続されるものをいう。

② 総合デジタル通信用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、主として６４キロビット毎秒を単位とするデジタル信号の伝送速度により、専ら

符号又は影像を統合して伝送交換することを目的とする電気通信役務の用に供するも

のをいう。

③ 移動電話用設備とは、電話用設備であって、端末設備又は自営電気通信設備との接

続において電波を使用するものをいう。

④ デジタルデータ伝送用設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であっ

て、デジタル方式により、専ら符号又は影像の伝送交換を目的とする電気通信役務の

用に供するものをいう。

⑤ 専用通信回線設備とは、電気通信事業の用に供する電気通信回線設備であって、特

定の利用者に当該設備を専用させる電気通信役務の用に供するものをいう。

(２) 端末設備を構成する一の部分と他の部分相互間において電波を使用する端末設備にあっては、

使用される無線設備は、一の筐体に収められており、かつ、容易に (イ) ことができない
きょう

ものでなければならない。ただし、総務大臣が別に告示するものについては、この限りでない。

(４点)

① 交換する ② 取り外す ③ 照合する ④ 開ける ⑤ 改造する

(３) 安全性等について述べた次の二つの文章は、 (ウ) 。 (４点)

Ａ 端末設備は、事業用電気通信設備との間で鳴音(電気的又は音響的結合により生ずる発振

状態をいう。)を発生することを防止するために総務大臣が別に告示する条件を満たすもの

でなければならない。

Ｂ 通話機能を有する端末設備は、通話中に受話器から過大な誘導雑音が発生することを防止

する機能を備えなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(４) 制御チャネルとは、 (エ) の間に設定され、主として制御信号の伝送に使用する通信路

をいう。 (４点)

① アナログ電話用設備とアナログ電話端末

② 専用通信回線設備と専用通信回線設備等端末

③ 無線呼出用設備と無線呼出端末

④ インターネットプロトコル電話用設備とインターネットプロトコル電話端末

⑤ 移動電話用設備と移動電話端末又はインターネットプロトコル移動電話端末
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(５) ｢配線設備等｣について述べた次の二つの文章は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 事業用電気通信設備を損傷し、又はその機能に障害を与えないようにするため、総務大臣

が別に告示するところにより配線設備等の設置の方法を定める場合にあっては、その方法に

よるものであること。

Ｂ 配線設備等の電線相互間及び電線の中性点と大地との間の絶縁抵抗は、直流１００ボルト

以上の一の電圧で測定した値で１メガオーム以上であること。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第４問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢端末設備等規則｣に

規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。 (小計２０点)

(１) アナログ電話端末の｢選択信号の条件｣における押しボタンダイヤル信号について述べた次の

文章のうち、正しいものは、 (ア) である。 (４点)

① 低群周波数は、６００ヘルツから９００ヘルツまでの範囲内における特定の四つの

周波数で規定されている。

② 高群周波数は、１,２００ヘルツから１,６００ヘルツまでの範囲内における特定の

四つの周波数で規定されている。

③ ミニマムポーズは、３０ミリ秒以上でなければならない。

④ 周期とは、信号送出時間と信号受信時間の和をいう。

⑤ 信号送出時間は、１２０ミリ秒以上でなければならない。

(２) アナログ電話端末であって、通話の用に供するものは、電気通信番号規則に掲げる緊急通報

番号を使用した警察機関、 (イ) 機関又は消防機関への通報を発信する機能を備えなけれ

ばならない。 (４点)

① 報 道 ② 医 療 ③ 気 象 ④ 検 察 ⑤ 海上保安

(３) 移動電話端末の｢基本的機能｣、｢発信の機能｣又は｢送信タイミング｣について述べた次の文章

のうち、誤っているものは、 (ウ) である。 (４点)

① 発信を行う場合にあっては、発信を要求する信号を送出するものであること。

② 応答を行う場合にあっては、応答を確認する信号を送出するものであること。

③ 通信を終了する場合にあっては、チャネル(通話チャネル及び制御チャネルをいう。)

を切断する信号を送出するものであること。

④ 発信に際して相手の端末設備からの応答を自動的に確認する場合にあっては、電気

通信回線からの応答が確認できない場合選択信号送出終了後直ちにチャネルを切断す

る信号を送出し、送信を停止するものであること。

⑤ 移動電話端末は、総務大臣が別に告示する条件に適合する送信タイミングで送信す

る機能を備えなければならない。
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(４) インターネットプロトコル電話端末の｢発信の機能｣及び｢基本的機能｣について述べた次の二

つの文章は、 (エ) 。 (４点)

Ａ 自動再発信を行う場合(自動再発信の回数が１５回以内の場合を除く。)にあっては、その

回数は最初の発信から２分間に３回以内であること。この場合において、最初の発信から２

分を超えて行われる発信は、別の発信とみなす。

なお、この規定は、火災、盗難その他の非常の場合にあっては、適用しない。

Ｂ 発信又は応答を行う場合にあっては、呼の設定を行うためのメッセージ又は当該メッセー

ジに対応するためのメッセージを送出するものであること。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 専用通信回線設備等端末の｢電気的条件等｣及び｢漏話減衰量｣について述べた次の二つの文章

は、 (オ) 。 (４点)

Ａ 専用通信回線設備等端末は、総務大臣が別に告示する電気的条件及び光学的条件のいずれ

かの条件に適合するものでなければならない。

Ｂ 複数の電気通信回線と接続される専用通信回線設備等端末の回線相互間の漏話減衰量は、

１,７００ヘルツにおいて７０デシベル以上でなければならない。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

第５問 次の各文章の 内に、それぞれの の解答群の中から、｢有線電気通信設備

令｣、｢有線電気通信設備令施行規則｣、｢不正アクセス行為の禁止等に関する法律｣又は｢電子署名

及び認証業務に関する法律｣に規定する内容に照らして最も適したものを選び、その番号を記せ。

(小計２０点)

(１) 有線電気通信設備令に規定する｢架空電線の支持物｣、｢架空電線と他人の設置した架空電線等

との関係｣又は｢使用可能な電線の種類｣について述べた次の文章のうち、誤っているものは、

(ア) である。 (４点)

① 架空電線の支持物には、取扱者が昇降に使用する足場金具等を地表上１.８メートル

未満の高さに取り付けてはならない。ただし、総務省令で定める場合は、この限りで

ない。

② 架空電線は、架空強電流電線と交差するとき、又は架空強電流電線との垂直距離が

その架空電線若しくは架空強電流電線の支持物のうちいずれか高いものの高さに相当

する距離以下となるときは、総務省令で定めるところによらなければ、設置してはな

らない。

③ 架空電線は、他人の建造物との離隔距離が３０センチメートル以下となるように設

置してはならない。ただし、その他人の承諾を得たときは、この限りでない。

④ 架空電線は、総務省令で定めるところによらなければ、架空強電流電線と同一の支持

物に架設してはならない。

⑤ 有線電気通信設備に使用する電線は、絶縁電線又はケーブルでなければならない。

ただし、総務省令で定める場合は、この限りでない。
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(２) 有線電気通信設備令において、強電流電線に重畳される通信回線は、次の(ⅰ)及び(ⅱ)によ

り設置しなければならないと規定されている。

(ⅰ) 重畳される部分とその他の部分 (イ) ようにすること。

(ⅱ) 重畳される部分に異常電圧が生じた場合において、その他の部分を保護するため総務省

令で定める保安装置を設置すること。 (４点)

① とは容易に切り離すことができない

② とを安全に分離し、且つ、開閉できる

③ とを切り替えて、個別に確認又は試験できる

④ との間に分界点を設け、責任の分界が明確になる

⑤ とを個別に監視し、一方が故障しても他方で監視が継続できる

(３) 有線電気通信設備令施行規則の｢架空電線の高さ｣において、架空電線が道路上にあるときは、

横断歩道橋の上にあるときを除き、路面から (ウ) メートル以上であることと規定されて

いるが、交通に支障を及ぼすおそれが少ない場合で工事上やむを得ないときは、この高さとは

別の高さを確保すればよいと規定されている。 (４点)

① ３ ② ３.５ ③ ４ ④ ４.５ ⑤ ５

(４) 不正アクセス行為の禁止等に関する法律に規定する事項について述べた次の二つの文章は、

(エ) 。 (４点)

Ａ 電気通信回線を介して接続された他の特定電子計算機が有するアクセス制御機能により

その特定利用を制限されている特定電子計算機に電気通信回線を通じてその制限を免れるこ

とができる情報又は指令を入力して当該特定電子計算機を作動させ、その制限されている特

定利用をし得る状態にさせる行為(当該アクセス制御機能を付加したアクセス管理者がするも

の及び当該アクセス管理者の承諾を得てするものを除く。)は、不正アクセス行為に該当する

行為である。

Ｂ アクセス管理者とは、電気通信回線に接続している電子計算機(以下｢特定電子計算機｣とい

う。)の利用(当該電気通信回線を通じて行うものに限る。)につき当該特定電子計算機の動作

を管理する者をいう。

① Ａのみ正しい ② Ｂのみ正しい ③ ＡもＢも正しい ④ ＡもＢも正しくない

(５) 電子署名及び認証業務に関する法律において電子署名とは、電磁的記録(電子的方式、磁気的

方式その他人の知覚によっては認識することができない方式で作られる記録であって、電子計

算機による情報処理の用に供されるものをいう。)に記録することができる情報について行われ

る措置であって、次の(ⅰ)及び(ⅱ)の要件のいずれにも該当するものをいう。

(ⅰ) 当該情報が当該措置を行った者の (オ) に係るものであることを示すためのもので

あること。

(ⅱ) 当該情報について改変が行われていないかどうかを確認することができるものであること。

(４点)

① 特 定 ② 真 偽 ③ 命 令 ④ 作 成 ⑤ 符 号



 

試験問題についての特記事項 

 

(1)  試験問題に記載されている製品名は、それぞれ各社の商標又は登録商標です。 
なお、試験問題では、  及び TM を明記していません。 

 
(2)  問題文及び図中などで使用しているデータは、全て架空のものです。 

 
(3)  論理回路の記号は、ＭＩＬ記号を用いています。 
 
(4)  試験問題では、常用漢字を使用することを基本としていますが、次の例に示す専門的用語などについては、 

常用漢字以外も用いています。 
       ［例］ ・迂回(うかい) ・筐体(きょうたい) ・輻輳(ふくそう) ・撚り(より) ・漏洩(ろうえい) など 

 
(5) バイト〔Byte〕は、デジタル通信において情報の大きさを表すために使われる単位であり、一般に、２進数の 

８桁、８ビット〔bit〕です。 
 

(6)  情報通信の分野では、８ビットを表すためにバイトではなくオクテットが使われますが、試験問題では、一般 
に、使われる頻度が高いバイトも用いています。 

 
(7)  試験問題のうち、正誤を問う設問において、句読点の有無など日本語表記上若しくは日本語文法上の誤  

りだけで誤り文とするような出題はしていません。 
  
(8)  法令に表記されている「メグオーム」は、「メガオーム」と同じ単位です。 
 
(9)  法規科目の試験問題において、個別の設問文中の「 」表記は、出題対象条文の条文見出しなどを表して 

います。また、出題文の構成上、必ずしも該当条文どおりには表記しないで該当条文中の(   )表記箇所  
の省略や部分省略などしている場合がありますが、(   )表記の省略の有無などだけで正誤を問うような出題は 
していません。 

 
 


